
地震・津波等災害防災対策の充実強化に関する 

重点提言 
 
地震・津波等災害防災対策の充実強化を図るため、国は、特に次の事項について積

極的な措置を講じられたい。 

 

１．地震・津波対策の充実強化について 

（１）「災害対策基本法」の抜本的改正や、「国土強靭化基本法」、「南海トラフ地震対

策特別措置法」及び「首都直下地震対策特別措置法」の制定等により、災害対策

法制が整備されたが、地震・津波等災害防災対策をより一層進めるため、地震・

津波被害を最小限とする「減災」の視点を取り入れた社会資本整備を国直轄で推

進すること。 

（２）地震・津波対策について、発生が予測されている地震・津波の被害想定調査を

早急に実施し、被害想定を各都市自治体に示すこと。 

また、日本海の地震断層について、調査の促進、観測体制の整備を行うこと。 

さらに、地域防災計画の見直し及び被害想定のシミュレーションやハザードマ

ップの整備等、都市自治体における防災・減災対策に対して十分な財政措置を講

じること。 

（３）津波避難タワー及び避難路の整備、道路法面を利用した津波一時避難場所の確

保等の津波対策や、津波浸水想定区域内にある災害拠点病院の移転及び建替え、

耐震化に対して財政措置を拡充すること。 

（４）「南海トラフ地震対策特別措置法」における津波避難対策特別強化地域の指定

箇所を拡大すること。 

また、指定地域における防災行政無線や備蓄品の整備等の地震津波対策全般に

対して財政措置を拡充すること。 

（５）企業や住宅、公共施設等の高台あるいは内陸移転について、土地利用の規制緩

和を行うこと。 

また、防災避難広場や津波避難タワー等の用地取得について、土地収用法によ

る事業認定を受けずに譲渡所得の特別控除等の特例が適用される「特掲事業」と

するよう租税特別措置法の適用を拡大すること。 

（６）防災拠点や避難所等の耐震化を一層推進するため、庁舎、公民館等の公共施設

 

 



及び地域コミュニティ施設の耐震診断、耐震改修、大規模改修に対し、財政措置

を拡充すること。 

また、耐震診断の実施とその報告が義務付けられた「要緊急安全確認大規模建

築物」について、円滑な事業実施が可能となるよう一層の財政支援を講じること。 

（７）液状化の事前対策を推進するため、公共施設や街区等の大規模敷地だけではな

く、民間建築物へ液状化対策の対象範囲を拡大すること。 

 

２．防災・減災対策の充実強化について 

（１）防災行政無線のデジタル化に係る整備費及び維持管理経費の財政措置を拡充す

るとともに、国や消防機関等の無線局と同様、電波利用料を全額免除すること。 

また、住民等からの情報が入りにくい地域における災害を早期に発見し、周知

することができる情報収集システムを整備すること。 

さらに、各通信事業者に対して、各都市自治体からの個人に対する災害情報が

全ての機種で受信できるよう措置するなど、迅速かつ正確な伝達手段の拡充を図

ること。 

（２）地域の防災力を強化するため、都市自治体が実施する自主防災組織の活動、防

災資機材の整備の財政措置を講じるとともに、組織の結成促進に対して支援を講

じること。 

また、自主防災組織が、防災のために津波避難施設（避難路・避難地・避難地

備蓄倉庫等）を農地に整備する際の農地転用手続について、手続を行わずに施設

の整備が可能となるよう農地法の緩和規定を設けること。 

（３）災害応急対策又は災害復旧に必要な備蓄物資・資材等の購入及び更新、防災倉

庫の新設・拡充に要する経費について、必要な財政措置を講じること。 

また、避難地等に専ら防災のための備蓄倉庫の用途に供する簡易な施設を整備

する際に、建築確認申請を不要とするなど、建築基準法に規定する建築確認の規

定緩和を図ること。 

（４）火山防災対策については、火山灰や融雪型火山泥流等の更なる分析、避難など

実際の運用、火山情報の共有化、関係機関の連携のあり方等の調査・研究を行い、

防災対策に係る協議を継続すること。 

また、火山噴火による被害を最小限とするため、監視・観測体制の充実強化を

図るとともに、国及び都道府県が主導となった広域的な組織体制の構築や、実践

的な防災対策、風評被害対策を講じること。 

 

 



（５）局地的な豪雨をより正確に予測できる予報システム及び情報提供体制を構築す

ること。 

また、特別警報の発表については、県単位ではなく、市町村単位で行うことや、

発表時期について見直すこと。 

（６）帰宅困難者への対策として、一時避難場所の確保を推進するなど、帰宅支援に

おいて行政や事業者を含めた関係機関が連携を図れる体制を整備すること。 

（７）大規模災害発生時には、行政機能の低下を最小限に抑え、地域防災計画に基づ

く応急対策や復旧・復興対策を実行するとともに行政サービスを早期に再開する

必要があることから、都市自治体が機能不全に陥った際の業務継続体制維持等に

係る支援策を講じること。 

（８）緊急防災・減災事業債について、永続的な実施を図るとともに、事業メニュー

及び財政措置を拡充すること。 

（９）地震等の発生により想定される甚大な被害に対し、適切な支援活動の展開が可

能となるよう、基幹的広域防災拠点等の設置箇所を増加させ早急に整備すること。 

（10）指定緊急避難場所及び指定避難所の機能充実に係る整備等経費に対し財政措置

を講じること。 

 

３．土砂災害対策の推進について 

（１）土砂災害防止法に基づく土砂災害警戒区域等の指定を早期に完了させ、都市自

治体が実施する避難所等の防災体制の整備に必要な財政措置を講じるとともに、

避難勧告の発令等に必要な情報伝達体制を整備すること。 

（２）土砂災害特別警戒区域内に住宅を有する者に対し、地域の事情を踏まえ、弾力

的な支援策を講じること。 

（３）急傾斜地崩壊対策事業等の着実な整備促進を図るため、急傾斜地崩落危険個所

の再調査等、早期に防災対策を実施するとともに、所要の財政措置を講じること。 

 

４．発災時の支援対策の充実強化について 

（１）災害復旧・復興を早期かつ着実に進めるため、国が負担する災害復旧事業に係

る財政措置を拡充すること。 

また、災害復旧事業に係る経費は膨大なものとなるため、その地方負担分に対

する更なる支援の充実を図ること。 

さらに、平成 22 年に廃止された災害復旧事業に係る工事雑費や事務費等に対

 

 



する国庫補助を早急に復活させること。 

（２）大規模災害発生時の被災自治体への支援を効果的に行うため、災害救助法及び

関係する諸制度において、支援物資の提供、職員の派遣などの都市自治体間の支

援に係る仕組みや国の財政負担などを明確に位置づけること。 

また、都市自治体を超えた広域避難を迅速かつ統一的に行うための体制を整備

すること。 

（３）被災者生活再建支援に対する財政措置を拡充すること。 

また、災害救助法において都道府県が行う法定受託事務を指定都市が行えるよ

うにするとともに、救助経費を直接国に対し求償できる制度を創設すること。 

さらに、市町村単位に適用される災害救助法及び被災者生活再建支援法につい

ては、局地的な自然災害を含む同一災害により被災した全ての世帯が同様の支援

を受けられるよう基準を緩和すること。 

（４）災害援護資金貸付制度については、借受人の困窮状態等に応じた減免の適用、

償還期限の延長や要件の緩和等、弾力的な取扱いができるようにすること。 

また、償還不能となった借受人及び保証人の償還金については、国も応分の負

担を行うこと。 

阪神・淡路大震災災害援護資金の償還免除要件については、回収が不可能また

は困難な者等への免除事由の拡大を図るとともに、免除とならない少額償還者等

に対しても償還期限の延長継続を講じること。 

（５）東日本大震災に伴う地殻変動により、市町村管理の公共基準点について改定が

必要となることから、改定に伴う費用について財政措置を講じること。 

 

５．消防・救急体制の充実強化について 

（１）消防救急無線のデジタル化に対する補助対象要件を緩和するとともに、財政措

置を拡充すること。 

また、高速道路等の長大トンネルに設けられた無線基地局や消防救急無線通信

補助設備は、都市自治体が行う消防救急デジタル無線の整備の時期に併せて、道

路管理者がデジタル化を行うよう必要な措置を講じること。 

（２）消防の広域化、消防庁舎建替事業、消防車両の更新・点検整備について財政措

置を拡充すること。 

（３）緊急消防援助隊設備整備費について、地方債充当及び交付税参入率の引き上げ

等による財政措置の拡充を図るとともに、零細補助基準を廃止すること。 

 

 



（４）緊急消防援助隊の機能強化のため、緊急消防援助隊車両の無償使用制度の充実

を図ること。 

（５）常備消防費及び救急業務費等を含む地方交付税の消防費の単位費用算定基礎は、

現行「人口」であるが、面積、高齢化の状況、辺地・離島・山村等地域の抱える

状況等を考慮し、実情をより反映した算定とすること。 

（６）消防団活動への支援として、適切な報酬及び費用弁償の支給、消防団員の安全

確保のための装備の充実、機動力強化等に関わる具体的な財政措置を講じること。 

また、消防団員の処遇改善に係る交付税の算定にあたっては、消防団員数等を

考慮して補正を行うなど、実態に即した額となるよう算定方法の改善を行うこと。 

（７）消防法施行規則で定める火災信号のうち「近火信号」及び「出場信号」のサイ

レン音の吹鳴パターンと、予報警報標識規則で定める津波警報標識の「大津波警

報」及び「津波警報」の吹鳴パターンが同一であることから、消防団員等が迅速

な避難行動支援に着手できるよう、吹鳴パターンの重複解消に向けた見直しを行

うこと。 
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	（12）生活交通の利用環境を改善するため、鉄道駅等のバリアフリー化の推進について、十分な予算を確保するとともに、財政支援措置を講じること。
	（１）本年度から開始した提案募集方式については、都市自治体等からの積極的な提案を真摯に受け止め、地方の発意を活かした分権型社会の実現に向けた改革を積極的に推進すること。
	また、改革に伴う関連法令の整備や事務・権限の移譲等に当たっては、十分な時間的余裕の確保や情報提供など適切な措置を講じるとともに、事務を円滑に実施するために必要となる財源の確保と専門的な人材育成等の仕組みを構築すること。
	（２）農地転用をはじめ土地利用に係る権限移譲や義務付けをはじめとして、これまでの改革において実現に至らなかった事項について、住民自治を拡充する観点から検討を行い、これらを着実に実施していくこと。
	１．番号制度導入及び運用に係る経費については、番号カードの作成・交付やクラウドへの移行等も含め、原則として全額を国において適切に措置すること。
	特に、システム導入及び改修に係る経費については、国が設けた想定事業費を超える部分についても、地域の実態に即し確実に財政措置を講じること。
	２．番号制度の導入を円滑に進めることができるよう、都市自治体と十分な協議・調整を行い、ガイドラインやシステムの詳細な仕様等を早急に都市自治体へ情報提供するとともに、国民への周知徹底等を図ること。
	また、システムの仕様等については、休日開庁等への対応についても十分配慮すること。
	３．個人番号カードの普及促進のため、個人番号カードの無償交付、申請・交付手続きの簡素化等、必要な措置を講じること。
	４．番号制度については、IＣＴ政策と一体的に推進するとともに、府省庁の枠組みを超えた社会基盤システムとして整備すること。
	また、国民に正確な情報を提供しながら、利用範囲の拡大について検討を行うこと。
	介護保険財政の健全な運営のため、都市自治体の個々の実態を考慮しつつ、将来にわたって都市自治体の財政負担や被保険者の保険料負担が過重とならないよう、国費負担割合を引き上げること。
	また、調整交付金は別枠化すること。
	低所得者に対する介護保険料や利用料の軽減策については、国の責任において、財政措置を含め総合的かつ統一的な対策を講じるよう、抜本的な見直しを行うこと。
	特に、社会保障・税一体改革による低所得者保険料の軽減強化のための1,300億円は確実に確保すること。
	次期制度改正に当たっては、特に次の事項について、適切な措置を講じること。
	平成27年度以降の次期介護報酬の改定に当たっては、保険料の水準に留意しつつ、報酬体系を簡素化するとともに、適切な人材の確保、サービスの質の向上などを図るため、都市自治体の意見を十分踏まえ、地域やサービスの実態に即した報酬単価とするなど、適切な報酬の評価・設定を行うこと。
	後期高齢者医療制度の円滑な運営を図るため、保険料の上昇を抑制する措置を引き続き継続するとともに、国の責任において十分な財政措置を講じること。
	廃棄物・リサイクル対策の充実強化を図るため、国は、特に次の事項について積極的な措置を講じられたい。
	１．廃棄物処理施設の整備等について
	ダイオキシン対策等を施した廃棄物焼却施設が老朽化するなど、多くの地域で耐用年数を大幅に超える廃棄物処理施設が多数あり、適切なタイミングで更新・改良を進める必要があることを踏まえ、国は、次の事項について積極的な措置を講じられたい。
	（１）循環型社会形成推進交付金について、都市自治体に対し交付申請額が満額交付されるよう、所要額を確実に確保すること。
	また、廃棄物処理施設の整備をはじめ基幹的改良や修繕等に係る支援措置を更に充実させること。
	（２）廃棄物処理施設の解体撤去工事費について、解体のみの場合や跡地が廃棄物処理施設以外に利用される場合等も循環型社会形成推進交付金の交付対象とするなど、財政措置の拡充を図ること。
	２．家電リサイクル制度について
	（１）リサイクル費用については、製品購入時に支払う「前払い方式」に改めること。
	また、対象品目の更なる拡大を図ること。
	（２）不法投棄された廃家電製品の収集運搬費用、リサイクル費用については、拡大生産者責任の原則に基づき、事業者が負担する仕組みとすること。
	３．容器包装リサイクル制度について
	拡大生産者責任の原則に基づき、事業者責任の強化・明確化を図るとともに、都市自治体と事業者等との役割分担及び費用負担を適切に見直すこと。
	特に、都市自治体の収集運搬、選別保管に係る費用負担を軽減すること。
	義務教育施策等の充実を図るため、国は、特に次の事項について積極的な措置を講じられたい。
	１．公立学校施設に係る耐震補強事業等に対する財政措置の強化
	（１）公立学校施設等の耐震化事業を計画的に推進できるよう、必要な財源を確保するとともに財政措置の拡充を図ること。
	１．災害に強い都市基盤の構築、地域経済の活性化を図るため、都市基盤の計画的かつ着実な整備に必要な公共事業予算を十分確保するとともに、事業の迅速かつ円滑な実施に資する人材確保を含めた施工確保対策を講じること。
	２．社会資本整備総合交付金及び防災・安全交付金については、地方の社会資本整備や災害対策が計画的に進捗するよう、十分な予算を確保すること。
	また、両交付金制度の運用に当たっては、採択基準の要件緩和、事務の簡素化など都市自治体が活用しやすい仕組みにすること。
	３．公共施設の老朽化対策
	１．地方が真に必要とする道路整備が引き続き計画的に実施できるよう、地方の意見を踏まえ、必要な財源を充実強化すること。
	併せて、道路整備事業に係る社会資本整備総合交付金及び防災・安全交付金については、適切な財政措置を講じること。
	２．高速自動車国道、一般国道、地方道等におけるミッシングリンクを解消し、有機的なネットワークを形成するとともに、その整備に当たっては、大規模災害時における代替性の確保や広域的な医療サービスの提供等、地方の実情を十分勘案し、必要な財源を確保したうえで、早期完成を図ること。
	３．道路・橋梁等の老朽化対策について、防災・安全交付金により集中的に支援するなど十分な財政措置を講じるとともに、人材育成や技術支援を充実すること。
	特に、維持修繕に関する省令・告示の規定に基づく道路の維持又は修繕については、地域の実情を踏まえ、十分な財政措置を講じること。
	１．住民の安全を守る観点等から、管理放棄された空き家等について、都市自治体が所有者に対し適正な管理を促すための措置や直接かつ容易な立入調査及び解体撤去等が行えるよう早期に法整備を図るとともに、必要な税財政上の措置を講じること。
	２．空き家等の有効利用を促進するための支援制度を推進すること。
	１．整備新幹線の早期開業等
	（１）整備新幹線の利便性の向上を図るとともに、建設財源を安定的に確保し、早期全線開業を目指すこと。
	また、基本計画に定めている未整備区間の事業化実現に向けて取り組むこと。
	（２）沿線自治体の負担が軽減されるよう、整備新幹線の建設費及び新駅周辺地域の整備に対する財政措置を講じること。
	また、新駅設置及び二次交通の充実等に対する適切な支援措置を講じること。
	２．リニア中央新幹線開業に向けて、中間駅の周辺整備やアクセス道路の整備等が円滑に推進できるよう、財政支援措置を講じること。
	３．整備新幹線の並行在来線については、安定的な経営維持と利用者増加及び利便性向上のための施設整備等ができるよう、財政支援措置を拡充すること。
	４．都市鉄道の路線延長、利便性の向上及び関連施設整備促進に必要な財政支援措置を講じるとともに、都市鉄道利便増進事業における補助制度を拡充すること。
	５．地域公共交通活性化策への支援の充実
	（１）地域住民の日常生活に必要不可欠な地域公共交通の確保及び機能の強化、持続可能な地域公共交通ネットワークを形成するため、地域の実情に応じた関連施策を充実させるとともに、必要な財政支援措置を講じること。
	（２）生活交通の利用環境を改善するため、鉄道駅等のバリアフリー化の推進について、十分な予算を確保するとともに、財政支援措置を講じること。
	（３）地域住民の生活に必要不可欠であり、最も身近な交通機関である地方バス路線やコミュニティバス路線等が、安定的に維持できるよう、地域の実情に応じ、恒久的な財政支援措置を講じること。
	また、地域公共交通確保維持改善事業費補助金等の補助要件を緩和し、対象事業を拡大するなど、支援体制を拡充すること。
	（４）島しょ部の生活交通として欠かせない離島航路等を維持・確保するため、施策の充実を図るとともに、積極的かつ恒久的な財政支援措置等を講じること。
	６．港湾整備事業の推進
	（１）港湾整備事業及び海岸整備事業の促進をするため、必要な予算を確保すること。
	また、その整備に当たっては、物流機能の確保、災害時の避難機能の確保及び海上輸送網の維持等、国土強靭化の取組を推進すること。
	（２）国際戦略港湾において、ハブ機能の強化に向けたコンテナターミナル等のインフラ整備や貨物集約等の総合的な施策を集中的に実施することにより、国際競争力を強化すること。
	１．新たな農業政策の推進
	（１）経営所得安定対策については、真に農業者の経営安定に資する制度とするため、地域の特性や実情を反映し、農業者及び都市自治体の意見を十分に尊重するとともに、充実強化すること。
	（２）新たな米政策を進めるに当たっては、きめ細かい説明と十分な経過措置を講じ、米の価格安定を図ること。
	また、非主食用米の生産拡大に対する支援措置を充実強化すること。
	（３）日本型直接支払制度については、都市自治体及び農家等の負担を軽減し、地域の実情に応じた取組を推進できるよう更なる充実強化を図ること。
	２．認定農業者や集落営農組織等の担い手を育成確保するための支援措置を充実すること。
	また、青年就農給付金の対象要件を緩和するとともに、農業経営基盤強化準備金制度の適用期間を延長すること。
	３．農業農村整備事業の推進
	（１）農業生産基盤及び農村生活環境等の整備や保全管理を計画的かつ円滑に推進するため、農業農村整備に係る諸施策を充実強化するとともに、必要な予算を確保すること。
	（２）頻発する災害に対する備えを強化し、安全で快適な農村をつくるため、農地と農業用施設の防災・減災対策を充実強化し、一層の財政措置を講じること。
	４．都市農業の振興と都市農地の保全のため、「都市農業振興基本法（仮称）」の早急な制定をはじめ、現行の都市農地制度等の改善など、必要な措置を講じること。
	５．畜産・酪農業を取り巻く環境が厳しいことから、配合飼料価格安定対策を推進すること。
	また、自給飼料基盤に立脚した畜産・酪農経営を行うため、国産飼料の生産・利用の推進やセーフティネット機能の充実など、更なる経営安定対策を講じること。
	６．鳥獣被害の深刻化・広域化に対応するため、鳥獣被害防止総合対策及び鳥獣被害防止緊急捕獲等対策事業を継続的な制度とし、更なる充実強化を図ること。
	７．森林整備対策等の充実強化
	（１）国土保全、水源涵養、地球温暖化防止、景観形成など森林が持つ多面的機能を継続的かつ安定的に維持・発揮するために必要な財政支援措置を講じるとともに、迅速な支援が行えるよう事務を効率化すること。
	（２）森林整備のための担い手の確保、育成事業の一層の推進を図るとともに、必要な予算を確保すること。
	また、私有林の整備については、森林所有者等が取り組みやすい有効な手法を導入すること。
	（３）「水循環基本計画」の策定において、水源の保全強化、外国資本等による森林買収・大規模伐採について、適正な規制が図られるよう推進すること。
	８．水産振興対策の充実強化
	（１）水産業の再生を図るため、地域の実情に応じた水産業の経営安定・体質強化対策、水産物の加工・流通・消費対策、漁港の多面的利用の促進及び水産資源の回復・管理対策を一層強化すること。
	また、漁港施設の老朽化対策及び防災・減災対策をはじめとする水産基盤整備を充実強化するとともに、十分な予算を確保すること。
	（２）新規漁業就業者の育成を強力に推進するとともに、担い手の確保・育成に必要な財政支援の一層の拡充を図ること。
	９. 農業経営の安定と食料・農業・農村施策の総合的な推進を図るため、燃油価格高騰対策を充実強化すること。
	併せて、農林漁業用輸入Ａ重油に係る石油石炭税の免税措置及び農林漁業用国産Ａ重油に係る石油石炭税相当額の還付措置並びに農林漁業者等の軽油引取税の課税免除の特例措置等を恒久化するなど、農林漁業者の負担軽減措置を拡充すること。
	１．人口減、巨大災害の切迫等の国土を取り巻く状況の変化を見据え、国土形成計画を見直すとともに、その際、企業の本社機能等の地方への移転促進に向けた検討を行うこと。
	２．コンパクトシティの形成等、まちづくりや中心市街地の活性化に関する施策については、適切な財政措置を講じること。
	また、中心市街地活性化基本計画の認定地域への確実な支援を行うとともに、地域商業の活性化に資する取組に対し支援措置を講じること。
	３．強い経済を取り戻すため、長期にわたるデフレと景気低迷からの脱却を確実なものとし、需要の継続的拡大、新たな雇用の創出、投資の拡大、新規事業の展開などのチャレンジを促し、経済成長の更なる推進を図ること。
	また、地域経済を支える中小企業・小規模事業者等の経営基盤強化に向けた支援措置の充実を図るとともに、都市自治体等が独自に実施する地域経済の振興策について財政支援措置を講じること。
	４．国内産業の流出防止、生産拠点の分散促進による地域経済の活性化や災害に強い国内産業体制を構築するため、産業団地の造成・再整備、企業誘致に対する支援体制の構築や財政支援を実施すること。
	また、企業立地が一層促進されるよう、企業立地及び進出環境の更なる改善を図ること。
	５．厳しい景況下にある中小企業者・小規模事業者等を支援するため、セーフティネット保証制度の認定基準の緩和や小口零細企業保証制度の維持・拡大など、金融支援制度の充実及び企業の能力や地域資源を活用した取組に対する支援並びに税制上の優遇措置を拡大すること。
	また、伝統工芸品産業等の中小企業・小規模事業者等については、技術継承や後継者育成などの推進を図るとともに、将来に渡り事業を維持・発展させることができるよう、引き続き人的支援を含む総合的な財政支援措置を講じること。
	さらに、消費税増税の際には、景気対策等、中小企業・小規模事業者等への影響を考慮した支援を行うこと。
	６．再生可能エネルギー等の導入の促進
	（１）電力会社による再生可能エネルギーの受け入れ中断については、早期解決に必要な対策を講じること。
	また、固定価格買取制度の運用については、都市自治体等に配慮した体制を整備すること。
	（２）再生可能エネルギー等の導入については、導入促進に必要な施策を充実するとともに、補助制度の拡充等、総合的な財政支援措置を講じること。
	また、公共施設等への再生可能エネルギーの導入を促進するため、関係法令等における規制緩和を行うこと。
	７．観光振興施策に対する支援強化
	（１）観光案内標識等の設置や観光客の受入れに係る環境整備など、都市自治体等が行う観光振興施策に対して、総合的な財政支援措置を講じるとともに、魅力ある地域ブランドの創出に対する支援を拡充すること。
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